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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 完成工事高には消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

３ 純資産額の算定にあたり、第62期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用して

いる。 

  

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

完成工事高 (百万円) 24,991 28,293 25,232 57,263 59,283 

経常利益 (百万円) 528 814 598 1,619 1,786 

中間(当期)純利益 (百万円) 295 428 348 1,106 976 

純資産額 (百万円) 22,751 25,009 25,084 23,941 25,344 

総資産額 (百万円) 45,273 46,509 45,632 47,906 47,437 

１株当たり純資産額 (円) 983.78 1,032.03 1,050.25 1,033.86 1,062.31 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 13.09 18.55 15.44 46.73 42.57

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 50.3 50.9 52.0 50.0 50.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,805 2,178 2,488 3,282 2,466

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △660 △230 △327 △3,504 △1,403

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △524 △605 141 △1,116 △1,024

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 5,994 4,379 5,378 3,036 3,075

従業員数 (人) 1,442 1,464 1,464 1,412 1,437 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 完成工事高には消費税等は含まれていない。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」、「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」について

は、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

  

  

２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

完成工事高 (百万円) 20,653 23,822 20,887 48,526 50,934 

経常利益 (百万円) 414 580 531 1,409 1,495 

中間(当期)純利益 (百万円) 259 351 346 1,033 882 

資本金 (百万円) 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 

発行済株式総数 (千株) 23,138 23,138 23,138 23,138 23,138 

純資産額 (百万円) 21,079 21,900 21,946 22,205 22,208 

総資産額 (百万円) 36,915 38,061 36,338 39,443 38,439 

１株当たり配当額 (円) 5 5 5 15 15

自己資本比率 (％) 57.1 57.5 60.4 56.3 57.8 

従業員数 (人) 1,189 1,162 1,160 1,153 1,126 



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数である。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数である。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、九州情報通信設備建設労働組合に属し、上部団体は情報産業労働組合連合会である。 

平成19年９月末日現在の組合員は734人であり、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はない。なお、

当社の連結子会社の労働組合の状況についても、特記すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

建設事業 1,039 

その他事業 220 

全社（共通） 205 

合計 1,464 

従業員数(人) 1,160 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当社グループは、業務運営の効率的かつ迅速な処理や事業環境の変化に対応するための組織見直しを行うととも

に、各種業務改善施策を展開し、事業計画の達成に向け取り組んだ。 

これにより当中間連結会計期間の業績は、受注高298億５千９百万円（前年同期比97.7％）、完成工事高は252億

３千２百万円（前年同期比89.2％）となった。 

損益については、完成工事高の減少等により、営業利益は４億８千５百万円（前年同期比70.5％）、経常利益は

５億９千８百万円（前年同期比73.5％）、中間純利益は３億４千８百万円(前年同期比81.5％)となった。 

  

事業の種類別セグメントの状況は次のとおりである。 

（建設事業） 

①情報通信工事 

ブロードバンドサービス関連工事等の減少により、受注高は201億５千万円（前年同期比96.3％）、完成

工事高は174億４千４百万円（前年同期比85.2％）となった。 

②土木・設備工事 

民間企業の設備投資は業績の回復を反映し増加したが、受注価格は一層の低廉化が進行している。一方、

官公庁工事は引き続き投資が抑制されており、依然として厳しい受注環境であったが、積極的な営業展開

等により受注高は32億１千万円（前年同期比117.6％）、完成工事高は17億１千９百万円（前年同期比

107.0％）となった。 

③建設用資材販売 

情報通信分野における、ブロードバンドサービス関連工事材料等の売上が減少したことにより、受注高・

完成工事高ともに24億３千８百万円（前年同期比97.0％）となった。 

上記の結果、建設事業の受注高は258億円（前年同期比98.6%）、完成工事高は216億２百万円（前年同期比

87.8%）、営業利益は13億９千５百万円（前年同期比90.7%）となった。 

（その他事業） 

④ネットワークソリューション 

業務運営体制を見直すとともに、新技術対応への営業・技術力の向上を図り、通信関連システム等の提案

型営業を展開したが、受注高は23億４千８百万円（前年同期比88.4％）、完成工事高は19億１千９百万円

（前年同期比98.9％）となった。 

  



⑤運輸業等 

貨物収入の減少により、受注高、完成工事高ともに17億１千万円（前年同期比97.8％）となった。 

上記の結果、その他事業の受注高は40億５千９百万円（前年同期比92.1%）、完成工事高は36億２千９百万円

（前年同期比98.4%）、営業損失は４千６百万円（前年同期は５千万円の利益）となった。 

  

(注)「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ23億３

百万円増加し、当中間連結会計期間末残高は、53億７千８百万円（前年同期末残高43億７千９百万円）となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、当中間連結会計期間に得られた資金は、24億８千８百万円（前年同期21億７千８百万円の収

入）となった。これは、税金等調整前中間純利益が６億６千９百万円、減価償却費が７億１千９百万円、売上債権

の減少（収入）が47億５千万円となり、未成工事支出金等の増加（支出）12億７千４百万円、仕入債務の減少（支

出）22億４千２百万円を大きく上回ったこと等が要因である。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、当中間連結会計期間に使用した資金は、３億２千７百万円（前年同期２億３千万円の使用）と

なった。これは、有形固定資産の取得による支出５億２千７百万円が定期預金の増減による収入１億６千８百万円

を上回ったこと等が要因である。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、当中間連結会計期間に得られた資金は、１億４千１百万円（前年同期６億５百万円の使用）と

なった。これは、長期借入金の増加額３億７千６百万円が、配当金の支払額２億２千６百万円を上回ったこと等が

要因である。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注高及び完成工事高 

  

  

区分 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

前期 
繰越 
受注高 

建設 
事業 

情報通信工事 8,523 73.2 7,355 68.4 8,523 73.2 

土木・設備 
工事 

2,856 24.6 2,834 26.3 2,856 24.6

建設用資材 
販売 

－ － － － － －

小計 11,380 97.8 10,189 94.7 11,380 97.8 

その他 
事業 

ネットワーク 
ソリューション 256 2.2 566 5.3 256 2.2

運輸業等 － － － － － －

小計 256 2.2 566 5.3 256 2.2

合計 11,637 100.0 10,756 100.0 11,637 100.0 

当期 
受注高 

建設 
事業 

情報通信工事 20,918 68.5 20,150 67.5 39,001 66.8 

土木・設備 
工事 

2,730 8.9 3,210 10.7 6,538 11.2

建設用資材 
販売 

2,513 8.2 2,438 8.2 4,871 8.3

小計 26,162 85.6 25,800 86.4 50,410 86.3 

その他 
事業 

ネットワーク 
ソリューション 2,657 8.7 2,348 7.9 4,702 8.1

運輸業等 1,748 5.7 1,710 5.7 3,289 5.6 

小計 4,406 14.4 4,059 13.6 7,991 13.7 

合計 30,569 100.0 29,859 100.0 58,402 100.0 

完成 
工事高 

建設 
事業 

情報通信工事 20,482 72.4 17,444 69.1 40,169 67.7 

土木・設備 
工事 

1,607 5.7 1,719 6.8 6,560 11.1

建設用資材 
販売 

2,513 8.9 2,438 9.7 4,871 8.2

小計 24,603 87.0 21,602 85.6 51,601 87.0 

その他 
事業 

ネットワーク 
ソリューション 1,941 6.8 1,919 7.6 4,392 7.4

運輸業等 1,748 6.2 1,710 6.8 3,289 5.6 

小計 3,689 13.0 3,629 14.4 7,681 13.0 

合計 28,293 100.0 25,232 100.0 59,283 100.0 



  

(注) セグメント間取引については相殺消去している。 

  

(2) 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先の完成工事高 

  

  

  

３ 【対処すべき課題】 

情報通信事業者間では、ブロードバンドサービスの急速な普及拡大等により、今後とも、サービス・価格面の熾烈

な競争の展開が予想され、通信建設事業者においても引き続き厳しい経営環境が想定される。 

当社グループは、このような経営環境に対し、従前にも増して業務のあり方・仕組みの見直しなど原価の削減によ

る増益施策と併せて、新たな事業の創出など事業領域の拡大による増収施策を展開することにより、収益構造の改善

及び財務体質の強化に努めていく考えである。 

  

（株式会社の支配に関する基本方針） 

 (1)基本方針の内容 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ

持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えている。 

昨今、わが国の資本市場においては、対象となる会社の経営陣と十分な協議や同意のプロセスを経ない企業買収が

散見されるようになっている。もちろん、当社はこのような企業買収であっても株主、取引先、顧客、地域社会、使

用人などのステークホルダーの利益に資するものであれば、一概にこれを否定するものではない。また、当社株式に

対する大量買付行為が行われた場合、買収提案の諾否は、 終的には当社株主自らの判断に委ねられるべきものであ

ると考える。しかし、こういった企業買収の中には、買収の内容が株主共同の利益に対する明らかな侵害をもたらす

ようなもの、会社本来の企業価値からみて買収条件が不十分・不適切なものなども出てくる恐れがあると思われる。 

当社は、このような濫用的な買収に対しては必要かつ相当な対抗をすることにより、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を確保する必要があると考えている。 

(2)基本方針実現のための取り組み 

区分 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

次期 
繰越 
受注高 

建設 
事業 

情報通信工事 8,959 64.4 10,061 65.4 7,355 68.4 

土木・設備 
工事 

3,980 28.6 4,325 28.1 2,834 26.3

建設用資材 
販売 

－ － － － － －

小計 12,939 93.0 14,387 93.5 10,189 94.7 

その他 
事業 

ネットワーク 
ソリューション 973 7.0 996 6.5 566 5.3

運輸業等 － － － － － －

小計 973 7.0 996 6.5 566 5.3

合計 13,913 100.0 15,383 100.0 10,756 100.0 

相手先 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

西日本電信電話株式会社 17,474 61.8 13,845 54.9 



①基本方針の実現に資する特別な取り組み 

(ア)当社は1947年の設立以来半世紀を超えて、日進月歩で技術革新が進む情報通信分野において、安全・高品質

を第一義とし、 先端の技術力を駆使して情報通信設備の基盤整備に取り組んできた。また、快適な生活空間

を創る設備工事、企業活動をサポートするネットワークソリューション事業、更には、太陽光発電や水処理シ

ステム、ごみ燃料化施設など、地球環境を守る事業にも力を注いでいる。ＩＴ時代の「総合エンジニアリング

企業」として、常に新しい時代の変化に即応し、顧客の要望と信頼に応え得る技術と知識・営業力で地域社会

に密着した活動を展開し、真に顧客の役に立てる企業となるように努めている。 

(イ)コーポレート・ガバナンスの強化に向けた取り組みとしては、平成14年６月に、意思決定の迅速化を図るこ

とを目的として取締役定数を18名から12名に減員し、併せて、取締役会の監督機能の強化及び意思決定と業務

執行の役割分担を明確にするため執行役員制度を導入している。また、平成17年６月には、コーポレート・ガ

バナンス体制の更なる強化を目的として、独立性のある社外監査役２名を選任し、業務執行に対する監督機能

の強化を行っている。 

②基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取り組み 

   (ア)本基本方針は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、

又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となるような当社株券等の買付行為（以下、このよ

うな買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行う者を「大規模買付者」という。）を対象と

する。これらの大規模買付行為が行われた際、それに応じるべきか否かを株主の皆様が判断するために必要な

情報や時間を確保したり、株主のために交渉を行うこと等を可能とするとするものである。また、上記基本方

針に反し、その大規模買付行為が当社株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合は、当社企業価値ひい

ては株主共同の利益を守ることを目的として、対抗措置として新株予約権の無償割当を行うものである。 

(イ)大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社取締役会宛に、大規模買付ルールに従っ

て大規模買付行為を行う旨のルール遵守表明書の提出及び大規模買付者から提供されるべき情報（以下「大規

模買付情報」という。）の提供を求める。 

(ウ)当社取締役会は、大規模買付者が当社取締役会に対して大規模買付情報の提供を完了した後、当社取締役会

による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための評価期間が与えられるものとする。 

また、当社取締役会が必要と判断した場合には、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善に

ついて交渉し、取締役会として株主に代替案を提示することもある。 

なお、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるべきものとする。 

  

  

  

(エ)当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会（現時点においては、社外監査役2名、弁護士1名）

に対し対抗措置の発動の可否について諮問し、独立委員会は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するも

のであるか否か、又は、当該大規模買付行為が、当社に回復し難い損害を与えるなど当社株主共同の利益を著

しく損なうものに該当するか否か、及びその大規模買付行為に対して対抗措置としての新株予約権の無償割当

を行うことが許容されるか否かについて取締役会に勧告する。 

この新株予約権には、大規模買付者による権利行使が認められないという行使条件が付されており、1円を

払い込むことにより行使し、普通株式１株を取得することができる。 

(オ)当社取締役会は、大規模買付者による大規模買付情報の提供を完了したと判断したときは、独立委員会の勧

告を 大限尊重して対抗措置を発動するか否かについて決定し、その旨を速やかに情報開示する。 

(カ)本基本方針は平成19年6月22日開催の当社定時株主総会において、対応方針の導入として、出席株主の過半数

の承認を得られたため、平成22年開催予定の当社定時株主総会終結の時まで継続するものとする。ただし、そ



の時点までに当社株主総会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点

で廃止されることになる。 

(キ)大規模買付ルール導入時には、新株予約権の無償割当は行われない。従って、株主及び投資家の権利及び経

済的利益に直接具体的な影響を与えることはない。当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、新株予約権が割

当てられる場合、株主は当社取締役会が別途決定し公告する割当期日までに、名義書換を完了する必要があ

る。 

(3)具体的取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

①当社取締役会は、上記(2)の取り組みが当社の上記(1)の基本方針に沿って策定され、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を確保するための取り組みであり、株主の共同の利益を損なうものではないと考える。 

②取締役会によって恣意的な判断がされることを防止するため、独立委員会を設置し、独立委員会の勧告を 大限

尊重して買収防衛策が発動されることが定められており、取締役の地位の維持を目的とするものではない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  



５ 【研究開発活動】 

当社グループは、情報通信設備を安全で高品質に構築するための施工技術の確立と、それに必要な機械工具の開発

に取り組んでいる。 

これらの活動に要した当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、建設事業において63百万円であり、主な研究開

発成果は次のとおりである。 

  

建設事業 

情報通信工事 

①バケット用ボビン支持装置（ＣＣＨ繰り出しアタッチメント）の開発 

架空ケーブル一束材（ケーブルハンガ）を新設する場合、高所作業車のバケット部外側へハンガ収容ボビン

を取り付けるための「バケット用ボビン支持装置」を開発した。 

これは、高所作業車のバケット部の形状にとらわれることなく取り付けが可能であり、ケーブル一束材の新

設作業において大幅な施工性の向上を図った。 

②ヒューズタッチテスターの開発 

情報通信用機械設備に電源線を新設する際に必要な、電圧測定・仮接続確認等の試験作業を一台のテスター

で実施することが出来る「ヒューズタッチテスター」を開発し、電力作業の施工時間短縮などの効率化を図っ

た。 

③ケーブル保護用パイプカッター（可とう管カッター）の開発 

通信用地下ケーブルを収容するマンホール内において、ケーブル保護用ＰＥパイプを切断する場合、近傍の

ケーブルの防護などの養生作業を必要とせず、またケーブル輻輳個所でも容易にパイプを切断することができ

る「可とう管カッター」を開発した。 

  

その他事業 

特記事項はない。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

国内子会社 

 当中間連結会計期間に以下の設備を取得した。 

  

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並び

に重要な設備計画の完了はない。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。 

  

（注）「第３ 設備の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数 
(人) 機械装置、車両

運搬具、工具 
器具及び備品 

九州電話運輸㈱ 
本社 

（福岡市博多区） 
その他事業
(運輸業等)

リース車両
及び 

リース備品 
614 56 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はない。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 56,000,000 

計 56,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 23,138,400 23,138,400

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 
福岡証券取引所 

         ――― 

計 23,138,400 23,138,400       ――           ――― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年９月30日 ― 23,138,400 ― 1,600 ― 1,667 



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

（注）上記のほか当社所有の自己株式531千株（2.3％）がある。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,354 5.9

西部電気従業員持株会 熊本市坪井二丁目１番42号 1,100 4.8 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 1,018 4.4 

株式会社肥後銀行 熊本市練兵町１番地 1,012 4.4 

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 863 3.7 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 659 2.9 

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505019
（常任代理人みずほコーポレー
ト銀行兜町証券決済業務室） 

AIB  INTERNATIONAL  CENTRE  P.O.BOX  518 
IFSC DUBLIN,IRELAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

551 2.4 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 535 2.3 

株式会社十八銀行 長崎市銅座町１番11号 511 2.2 

株式会社ナカヨ通信機 東京都渋谷区桜丘町24番４号 505 2.2 

計 ― 8,110 35.1 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注)１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれ

ぞれ1,000株(議決権１個)及び270株含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄に含まれている自己株式及び相互保有株式は次のとおりである。 

自己株式          45株 

相互保有株式 

九州電機工業㈱     330株 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

（自己保有株式）
普通株式    531,000 

― ― 

（相互保有株式）
普通株式     32,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  22,361,000 22,361 ― 

単元未満株式 普通株式    214,400 ― ― 

発行済株式総数 23,138,400 ― ― 

総株主の議決権 ― 22,361 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
西部電気工業株式会社 

熊本市坪井二丁目１番42号 531,000 ― 531,000 2.3

（相互保有株式） 
九州電機工業株式会社 

熊本市大窪二丁目８番22号 14,000 ― 14,000 0.1

（相互保有株式） 
株式会社仁和 

熊本市山室三丁目５番25号 18,000 ― 18,000 0.1

計 ― 563,000 ― 563,000 2.4 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

月別 
平成19年 

４月 
５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高(円) 632 628 623 618 592 584 

低(円) 599 600 603 587 520 525 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省

令第14号)に準じて記載している。 

なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14

号)に準じて記載している。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表につい

て、並びに金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年

９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸

表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)                     

Ⅰ 流動資産                     

１現金及び預金     6,838     6,921     5,285   

２受取手形及び 
完成工事未収入金等 

※３   10,484 8,704 13,455   

３有価証券     －     499     －   

４未成工事支出金     4,871     5,089     3,918   

５その他たな卸資産     883     829     726   

６その他     1,067     953     938   

貸倒引当金     △55     △44     △68   

流動資産合計     24,089 51.8   22,952 50.3   24,255 51.1 

Ⅱ 固定資産                     

１有形固定資産 ※１                   

(1)建物及び構築物 ※２ 3,533     3,594     3,697     

(2)機械装置、車両運 
搬具、工具器具及 
び備品 

  3,556   4,220 4,170     

(3)土地 ※２ 7,892     7,892     7,892     

(4)その他   1 14,983   0 15,708   0 15,761   

２無形固定資産     320     217     269   

３投資その他の資産                     

(1)投資有価証券   6,105     5,616     6,281     

(2)繰延税金資産   706     844     566     

(3)その他   516     466     535     

貸倒引当金   △212 7,116   △175 6,753   △232 7,150   

固定資産合計     22,420 48.2   22,679 49.7   23,182 48.9 

資産合計     46,509 100.0   45,632 100.0   47,437 100.0 

              



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)                     

Ⅰ 流動負債                     

１支払手形及び 
工事未払金等 

※３   5,756     5,196     7,315   

２短期借入金 ※２   3,659   3,332   3,203   

３未成工事受入金     564     521     157   

４賞与引当金     1,085     867     889   

５役員賞与引当金     －     20     42   

６その他     1,226     901     1,089   

流動負債合計     12,291 26.4   10,839 23.7   12,696 26.8 

Ⅱ 固定負債                     

１長期借入金 ※２   2,316     2,934     2,687   

２退職給付引当金     5,226     5,073     5,016   

３役員退職慰労引当金     212     249     231   

４その他     1,452   1,450   1,460   

固定負債合計     9,208 19.8   9,708 21.3   9,396 19.8 

負債合計     21,499 46.2   20,548 45.0   22,093 46.6 

(純資産の部)                     

Ⅰ 株主資本                     

１資本金     1,600 3.4   1,600 3.5   1,600 3.4 

２資本剰余金     1,959 4.2   1,959 4.3   1,959 4.1 

３利益剰余金     18,201 39.1   18,757 41.1   18,634 39.3 

４自己株式     △114 △0.2   △335 △0.7   △332 △0.7 

株主資本合計     21,646 46.5   21,981 48.2   21,861 46.1 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

その他有価証券評価 
差額金 

    2,047 4.4   1,762 3.9   2,159 4.5 

評価・換算差額 
等合計 

    2,047 4.4   1,762 3.9   2,159 4.5 

Ⅲ  少数株主持分     1,316 2.9   1,341 2.9   1,323 2.8 

純資産合計     25,009 53.8   25,084 55.0   25,344 53.4 

負債純資産合計     46,509 100.0   45,632 100.0   47,437 100.0 

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

  

   

前中間連結会計期間
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 完成工事高     28,293 100.0   25,232 100.0   59,283 100.0 

Ⅱ 完成工事原価     25,979 91.8   23,219 92.0   54,498 91.9 

完成工事総利益     2,313 8.2   2,013 8.0   4,784 8.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,625 5.8   1,527 6.1   3,213 5.4 

営業利益     688 2.4   485 1.9   1,571 2.7 

Ⅳ 営業外収益                     

１受取利息   11     20     26     

２受取配当金   61     60     106     

３技術支援協力金   13     5     22     

４賃貸料収入   30     30     58     

５その他   37 154 0.6 27 144 0.6 65 278 0.4 

Ⅴ 営業外費用                     

１支払利息   16     19     35     

２割増退職金   2     －     14     

３棚卸資産処分損   －     9     －     

４その他   8 27 0.1 2 31 0.1 12 62 0.1 

経常利益     814 2.9   598 2.4   1,786 3.0 

Ⅵ 特別利益                     

１固定資産売却益 ※２ 20     0     20     

２有価証券売却益   5      －     5     

３貸倒引当金戻入益   8     34     －     

４保険金収入   15     －     15     

５設備投資助成金   －     43     －     

６その他   － 49 0.2 － 77 0.3 39 80 0.1 

Ⅶ 特別損失                     

１固定資産売却損 ※３ 8     －     8     

２固定資産除却損 ※４ 6     6     24     

３その他   0 16 0.1 0 6 0.0 1 34 0.0 

税金等調整前中間 
（当期）純利益 

    
848 3.0   

669 2.7   
1,833 3.1 

法人税、住民税及び 
事業税 

  520     299     779     

法人税等調整額   △162 357 1.3 △2 296 1.2 7 787 1.3 

少数株主利益     61 0.2   24 0.1   69 0.1 

中間（当期）純利益     428 1.5   348 1.4   976 1.7 

                      



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

（注）前連結会計年度の利益処分項目である。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,600 1,959 18,043 △10 21,592 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △231   △231 

 役員賞与（注）     △39   △39 

 中間純利益     428   428 

 自己株式の取得       △103 △103 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) － － 157 △103 53 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,600 1,959 18,201 △114 21,646 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 2,349 1,263 25,205 

中間連結会計期間中の変動額       

 剰余金の配当（注）     △231 

 役員賞与（注）     △39 

 中間純利益     428 

 自己株式の取得     △103 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △301 52 △249 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △301 52 △195 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,047 1,316 25,009 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,600 1,959 18,634 △332 21,861 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △226   △226 

 中間純利益     348   348 

 自己株式の取得       △2 △2 

株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) － － 122 △2 120 

平成19年９月30日残高(百万円) 1,600 1,959 18,757 △335 21,981 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評価差額金

平成19年３月31日残高(百万円) 2,159 1,323 25,344 

中間連結会計期間中の変動額       

 剰余金の配当     △226 

 中間純利益     348 

 自己株式の取得     △2 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △397 17 △379 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △397 17 △259 

平成19年９月30日残高(百万円) 1,762 1,341 25,084 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

（注）前連結会計年度の利益処分項目である。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,600 1,959 18,043 △10 21,592 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △231   △231 

 役員賞与（注）     △39   △39 

 剰余金の配当（中間）     △114   △114 

 当期純利益     976   976 

 自己株式の取得       △321 △321 

株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) － － 590 △321 268 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,600 1,959 18,634 △332 21,861 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 2,349 1,263 25,205 

連結会計年度中の変動額       

 剰余金の配当（注）     △231 

 役員賞与（注）     △39 

 剰余金の配当（中間）     △114 

 当期純利益     976 

 自己株式の取得     △321 

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額) △189 59 △129 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △189 59 139 

平成19年３月31日残高(百万円) 2,159 1,323 25,344 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間 
（当期）純利益 

 848 669 1,833

減価償却費   649 719 1,354 

固定資産除売却損   15 6 33 

固定資産売却益   △20 △0 △20 

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

 13 △80 46

退職給付引当金の増減額 
（減少：△） 

  77 56 △131 

受取利息及び受取配当金   △72 △80 △132 

支払利息   16 19 35 

売上債権の増減額 
（増加：△） 

  3,048 4,750 77

未成工事支出金等の 
増減額（増加：△） 

  △766 △1,274 344 

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

 △1,658 △2,242 △100

未払金の増減額 
（減少：△） 

  △88 △66 △5 

役員賞与の支払額   △43 － △43 

未成工事受入金の 
増減額（減少：△） 

 288 363 △118 

その他   361 △83 197 

小計   2,670 2,757 3,369 

利息及び配当金の受取額   72 79 132 

利息の支払額   △18 △19 △37 

法人税等の支払額   △545 △329 △998 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,178 2,488 2,466



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入に 
よる支出 

  △63 △132 △120 

定期預金の払戻に 
よる収入 

  250 300 555 

有価証券の売却に 
よる収入 

  25 － 25 

有形固定資産の取得に 
よる支出 

 △490 △527 △1,975

有形固定資産の売却に 
よる収入 

 44 6 62

無形固定資産の取得に 
よる支出 

 △3 △6 △6

投資有価証券の取得に 
よる支出 

 △21 － △21

貸付による支出   △3 － △3 

貸付金の回収による収入   31 29 44 

その他の支出   △14 △12 △47 

その他の収入   14 15 84 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △230 △327 △1,403

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額 
（減少：△） 

 △150 － △650

長期借入による収入   420 940 1,735 

長期借入金の返済に 
よる支出 

 △534 △563 △1,435

自己株式の取得に 
よる支出 

  △103 △2 △321 

配当金の支払額   △231 △226 △345 

少数株主への配当金 
支払額 

  △5 △6 △5 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △605 141 △1,024

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増減額（減少：△） 

 1,342 2,303 38

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 3,036 3,075 3,036

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 4,379 5,378 3,075

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す
る事項 

(1) 連結子会社数  ３社
連結子会社名 

    西部電設㈱ 
    九州通信産業㈱ 
    九州電話運輸㈱ 

(1) 連結子会社数  ３社
連結子会社名 

同左 

(1) 連結子会社数  ３社 
連結子会社名 

同左 
  

    
  (2) 非連結子会社名 

    公栄設備工業㈱、
ひばりネットシス
テム㈱、㈱福岡通
信工材製作所 

(2) 非連結子会社名
同左 

  

(2) 非連結子会社名 
同左 

  

    
  (3) 非連結子会社は、いず

れも小規模会社であ
り、合計の総資産、完
成工事高、中間純損益
(持分に見合う額)及び
利益剰余金(持分に見
合う額)等は、いずれ
も中間連結財務諸表に
重要な影響を及ぼして
いないため連結の範囲
から除外している。 

(3)   同左 (3) 非連結子会社は、いず
れも小規模会社であ
り、合計の総資産、完
成工事高、当期純損益
(持分に見合う額)及び
利益剰余金(持分に見
合う額)等は、いずれ
も連結財務諸表に重要
な影響を及ぼしていな
いため連結の範囲から
除外している。 

    
２ 持分法の適用に関

する事項 
(1) 持分法を適用した非連

結子会社及び関連会社
はない。 

(1)   同左 (1)    同左 
  

    
  (2) 持分法非適用の非連結

子会社名 
公栄設備工業㈱、ひ
ばりネットシステム
㈱、㈱福岡通信工材
製作所 

(2) 持分法非適用の非連結
子会社名 

同左 
  

(2) 持分法非適用の非連結
子会社名 

同左 
  

    
  (3) 持分法非適用の関連会

社名 
九州電機工業㈱、九
州保安用品産業㈱、
㈱仁和 

(3) 持分法非適用の関連会
社名 

   九州電機工業㈱、 
㈱仁和 

  

(3) 持分法非適用の関連会
社名 
  同左 

  

    
  (4) 上記の持分法非適用の

非連結子会社及び持分
法非適用の関連会社
は、それぞれ中間純損
益及び利益剰余金等に
及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても
重要性がないため、持
分法の適用から除外し
ている。 

(4)   同左 (4) 上記の持分法非適用の
非連結子会社及び持分
法非適用の関連会社
は、それぞれ当期純損
益及び利益剰余金等に
及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても
重要性がないため、持
分法の適用から除外し
ている。 

    
３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関す
る事項 

すべての連結子会社の中
間決算日は、中間連結決算
日と一致している。 

同左
  

すべての連結子会社の決
算日は、連結決算日と一致
している。 



  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関
する事項 

  

(1) 重要な資産の評価
基準及び評価方法 

①有価証券 
 その他有価証券 
 ア.時価のあるもの 
   中間連結決算日の市

場価格等に基づく時
価法(評価差額は全
部純資産直入法によ
り処理し、売却原価
は移動平均法により
算定) 

①有価証券
 その他有価証券 
 ア.時価のあるもの 

同左 

①有価証券 
 その他有価証券 
 ア.時価のあるもの 
   連結決算日の市場価

格等に基づく時価法
(評価差額は全部純
資産直入法により処
理し、売却原価は移
動平均法により算
定) 

   イ.時価のないもの 
   移動平均法による原

価法 

イ.時価のないもの
同左 

イ.時価のないもの 
同左 

  ②たな卸資産 
 未成工事支出金 

個別法による原価法 
 材料貯蔵品 

総平均法による原価法 
 商品 

移動平均法による原価
法 

②たな卸資産
 未成工事支出金 

同左 
 材料貯蔵品 

同左 
 商品 

同左 

②たな卸資産 
 未成工事支出金 

同左 
 材料貯蔵品 

同左 
 商品 

同左 

    
(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方
法 

①有形固定資産 
提出会社は定率法(ただ

し、平成10年４月１日以降
に取得した建物(附属設備
を除く)は定額法)によって
おり、連結子会社は主に定
額法によっている。 
 なお、主な耐用年数は次
のとおりである。 
建物及び
構築物 

８年 
～50年 

機械装置、 
車両運搬具、 
工具器具 
及び備品 

２年 
～17年 

①有形固定資産
同左 

  

  

  

  

  

①有形固定資産 
同左 

  
  
  
  
  
  
  

  ②無形固定資産 
 定額法によっている。 
 なお、主な耐用年数は自
社利用ソフトウェアの５年
である。 

②無形固定資産
同左 

②無形固定資産 
同左 

  

    
(3) 重要な引当金の計

上基準 
①貸倒引当金 
 売上債権、貸付金等の貸
倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上
している。 

①貸倒引当金
同左 

①貸倒引当金 
同左 

  

  ②賞与引当金 
  従業員の賞与支払に備え
るため、支給見込額に基づ
き計上している。 

②賞与引当金
同左 

②賞与引当金 
同左 

  ③   ――――― ③役員賞与引当金
 役員の賞与支払に備える
ため、当連結会計年度にお
ける支給見込額の当中間連
結会計期間負担額を計上し
ている。 

③役員賞与引当金 
役員の賞与支払に備える

ため、当連結会計年度にお
ける支給見込額を計上して
いる。 



  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ④退職給付引当金 
従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末
における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づ
き、当中間連結会計期間末
において発生していると認
められる額を計上してい
る。 
また、執行役員について

は内規に基づく中間期末要
支給額を計上している。 
 過去勤務債務は、その発
生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
（10年）による均等額を費
用処理している。 
 数理計算上の差異は、各
連結会計年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(10
年)による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の
翌連結会計年度から費用処
理することとしている。 

④退職給付引当金
同左 

④退職給付引当金 
従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末
における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき
計上している。 
また、執行役員について

は内規に基づく期末要支給
額を計上している。 
 過去勤務債務は、その発
生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
（10年）による均等額を費
用処理している。 
数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(10
年)による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の
翌連結会計年度から費用処
理することとしている。 

  ⑤役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支給
に備えるため、内規に基づ
く中間期末要支給額を計上
している。 

⑤役員退職慰労引当金
同左 

⑤役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支給
に備えるため、内規に基づ
く期末要支給額を計上して
いる。 

    

(4) 重要なリース取引
の処理方法 

リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
いる。 

同左 同左 

      
(5) その他中間連結財

務諸表（連結財務
諸表）作成のため
の基本となる重要
な事項 

①長期請負工事の収益計上
基準 
 工事完成基準によってい
る。 

②消費税等の会計処理 
 税抜方式によっている。 

①長期請負工事の収益計上
基準 

同左 
  
②消費税等の会計処理 

同左 

①長期請負工事の収益計上
基準 

同左 
  
②消費税等の会計処理 

同左 
    
５ (中間)連結キャッ

シュ・フロー計算
書における資金の
範囲 

中間連結キャッシュ・フ
ロー計算書における資金
(現金及び現金同等物)は、
手許現金、随時引き出し可
能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクし
か負わない取得日から３か
月以内に償還期限の到来す
る短期投資からなってい
る。 

同左 連結キャッシュ・フロー
計算書における資金(現金
及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動に
ついて僅少なリスクしか負
わない取得日から３か月以
内に償還期限の到来する短
期投資からなっている。 



会計方針の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準） 
当中間連結会計期間から、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準」（企業会計基準第５号
平成17年12月９日）及び「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計
基準等の適用指針」（企業会計基準
適用指針第８号 平成17年12月９
日）を適用している。 
これによる損益に与える影響はな

い。 
なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、23,693百万円で
ある。 
中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中
間連結財務諸表は、改正後の中間連
結財務諸表規則により作成してい
る。 

―――――
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準） 
当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基
準」（企業会計基準第5号 平成17
年12月９日）及び「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準等
の適用指針」（企業会計基準適用指
針第８号 平成17年12月９日）を適
用している。 
これによる損益に与える影響はな

い。 
なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、24,020百万円で
ある。 
連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸
表は、改正後の連結財務諸表規則に
より作成している。 
  

  
――――― ――――― （役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度から「役員賞与に
関する会計基準」（企業会計基準第
４号 平成17年11月29日）を適用し
ている。これにより営業利益、経常
利益及び税金等調整前当期純利益は
それぞれ42百万円減少している。 
なお、セグメント情報に与える影響
は、当該箇所に記載している。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

10,397百万円 

  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

10,942百万円 

  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

10,517百万円 

    

※２ 担保資産 

下記の資産は、短期借入金
の一部1,550百万円及び長
期借入金の一部1,552百万
円に対する債務の担保に供
している。 

建物 1,130百万円

土地 1,461百万円

計 2,591百万円

※２ 担保資産 

下記の資産は、短期借入金
の一部1,300百万円及び長
期借入金の一部1,308百万
円に対する債務の担保に供
している。 

建物 1,097百万円

土地 1,461百万円

計 2,559百万円

※２ 担保資産 

下記の資産は、短期借入金
の一部1,300百万円及び長
期借入金の一部1,403百万
円に対する債務の担保に供
している。 

建物 1,117百万円

土地 1,461百万円

計 2,578百万円

    
※３  中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、
手形交換日をもって決済処理
している。 
なお、当中間連結会計期間

の末日は金融機関の休日であ
ったため、次の満期手形が中
間連結会計期間末残高に含ま
れている。 

受取手形    37百万円 

支払手形    44百万円 

※３  中間連結会計期間末日満期
手形の会計処理については、
手形交換日をもって決済処理
している。 
なお、当中間連結会計期間

の末日は金融機関の休日であ
ったため、次の満期手形が中
間連結会計期間末残高に含ま
れている。 

受取手形    71百万円 

支払手形    30百万円 

※３  連結会計年度末日満期手形
の会計処理については、手形
交換日をもって決済処理して
いる。 
なお、当連結会計年度の末

日は金融機関の休日であった
ため、次の満期手形が連結会
計年度末残高に含まれてい
る。 

受取手形    27百万円 

支払手形    40百万円  



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額は、次の
とおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額は、次の
とおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額は、次の
とおりである。 

従業員給料手当 465百万円

賞与引当金 
繰入額 

231百万円

退職給付費用 38百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

21百万円

従業員給料手当 450百万円

賞与引当金
繰入額 

201百万円

退職給付費用 32百万円

役員賞与引当
金繰入額 

20百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

17百万円

従業員給料手当 1,125百万円

賞与引当金
繰入額 

197百万円

退職給付費用 77百万円

役員賞与引当
金繰入額 

42百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

39百万円

    

※２ 固定資産売却益の内訳は 

次のとおりである。 

※２ 固定資産売却益の内訳は 

次のとおりである。 

※２ 固定資産売却益の内訳は 

次のとおりである。 

土地 20百万円 機械装置、車両
運搬具、工具器
具及び備品 

0百万円
土地 20百万円

    

※３ 固定資産売却損の内訳は 

次のとおりである。 

※３    ――――― ※３ 固定資産売却損の内訳は 

次のとおりである。 

機械装置、車両
運搬具、工具器
具及び備品 

0百万円

土地 8百万円

合計 8百万円

  機械装置、車両
運搬具、工具器
具及び備品 

0百万円

土地 8百万円

合計 8百万円

    

※４ 固定資産除却損の内訳は 

次のとおりである。 

※４ 固定資産除却損の内訳は 

次のとおりである。 

※４ 固定資産除却損の内訳は 

次のとおりである。 

  

機械装置、車両
運搬具、工具器
具及び備品 

 5百万円

無形固定資産  1百万円

合計 6百万円

  

建物及び構築物 0百万円
機械装置、車両
運搬具、工具器
具及び備品 

6百万円

合計 6百万円

建物及び構築物 5百万円
機械装置、車両
運搬具、工具器
具及び備品 

17百万円

無形固定資産  1百万円

合計 24百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 自己株式の取得による増加    158,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加  2,553株 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 
株式数(株) 

当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末
株式数(株) 

普通株式 23,138,400 － － 23,138,400

株式の種類 前連結会計年度末 
株式数(株) 

当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末
株式数(株) 

普通株式 19,360 160,553 － 179,913

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 231 10 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月10日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 114 5 平成18年９月30日 平成18年12月11日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加  4,548株 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 
株式数(株) 

当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末
株式数(株) 

普通株式 23,138,400 － － 23,138,400

株式の種類 前連結会計年度末 
株式数(株) 

当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末
株式数(株) 

普通株式 526,497 4,548 － 531,045

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 226 10 平成19年３月31日 平成19年６月25日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年11月８日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 113 5 平成19年９月30日 平成19年12月10日



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 自己株式の取得による増加    500,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加  7,137株 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 
株式数(株) 

当連結会計年度
増加株式数(株) 

当連結会計年度
減少株式数(株) 

当連結会計年度末 
株式数(株) 

普通株式 23,138,400 － － 23,138,400

株式の種類 前連結会計年度末 
株式数(株) 

当連結会計年度
増加株式数(株) 

当連結会計年度
減少株式数(株) 

当連結会計年度末 
株式数(株) 

普通株式 19,360 507,137 － 526,497

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 231 10 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

平成18年11月10日 
取締役会 

普通株式 114 5 平成18年９月30日 平成18年12月11日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 226 10 平成19年３月31日 平成19年６月25日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  

 現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 6,838百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△2,459百万円

現金及び現金同等物 4,379百万円

  

 現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 6,921百万円

有価証券 
（政府短期証券） 

499百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△2,042百万円

現金及び現金同等物 5,378百万円

  

現金及び現金同等物の期末残高と
連結貸借対照表に掲記されている科
目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 5,285百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△2,210百万円

現金及び現金同等物 3,075百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸主側） 

(1)リース物件の取得価額、減価 
償却累計額及び中間期末残高 

  

(2)未経過リース料中間期末残高 
相当額 

  
取得価額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

中間期末
残高 

(百万円)
機械装置、 
車両運搬具、 
工具器具 
及び備品 

6,642 3,845 2,796

１年内 1,229百万円

１年超 2,174百万円

合計 3,403百万円

（貸主側） 

(1)リース物件の取得価額、減価 
償却累計額及び中間期末残高 

  

(2)未経過リース料中間期末残高 
相当額 

  
取得価額

  
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

中間期末
残高 

(百万円)
機械装置、 
車両運搬具、 
工具器具 
及び備品 

7,108 4,257 2,851

１年内 1,327百万円

１年超 2,311百万円

合計 3,639百万円

（貸主側） 

(1)リース物件の取得価額、減価 
償却累計額及び期末残高 

  

(2)未経過リース料期末残高 
相当額 

取得価額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 

(百万円) 

期末 
残高 

(百万円)
機械装置、
車両運搬具、 
工具器具 
及び備品 

6,740 3,972 2,767 

１年内 1,233百万円

１年超 2,305百万円

合計 3,538百万円

    
(3)受取リース料、減価償却費 

及び受取利息相当額 

受取リース料 698百万円

減価償却費 395百万円

受取利息相当額 80百万円

(3)受取リース料、減価償却費
及び受取利息相当額 

受取リース料 692百万円

減価償却費 417百万円

受取利息相当額 76百万円

(3)受取リース料、減価償却費 
及び受取利息相当額 

受取リース料 1,388百万円

減価償却費 815百万円

受取利息相当額 171百万円

    

 (4)利息相当額の算定方法 

   リース料総額と見積残存価額
の合計額からリース物件の購入
価額を控除した額を利息相当額
とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっている。 

  

 (4)利息相当額の算定方法 

同左 

  

 (4)利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

    （注）下落率が50%を超える有価証券については、原則として減損処理することとしている。 

           なお、下落率が30～50%の有価証券の減損にあたっては、次のいずれかの場合、「時価の下落が著しい」かどうかの判断

を個別銘柄毎に行い、合理的反証がない限り減損処理することとしている。 

          ①  有価証券の発行会社が債務超過にある場合 

          ②  ２期連続で損失を計上しており、翌期もそのように予想される場合 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

    （注）下落率が50%を超える有価証券については、原則として減損処理することとしている。 

           なお、下落率が30～50%の有価証券の減損にあたっては、個別銘柄毎に、時価水準及び業績の推移等から回復可能性につ

いて検討し、減損処理の必要性を判断することとしている。 

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 2,259 5,673 3,413 

(2) その他 206 208 1 

合計 2,466 5,882 3,415 

非上場株式 92百万円

種類 
中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

国債・地方債等 499 499 0 

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 2,259 5,207 2,948 

(2) その他 206 197 △9 

合計 2,466 5,405 2,938 



２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

    （注）下落率が50%を超える有価証券については、原則として減損処理することとしている。 

           なお、下落率が30～50%の有価証券の減損にあたっては、次のいずれかの場合、「時価の下落が著しい」かどうかの判断

を個別銘柄毎に行い、合理的反証がない限り減損処理することとしている。 

          ①  有価証券の発行会社が債務超過にある場合 

          ②  ２期連続で損失を計上しており、翌期もそのように予想される場合 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

 (デリバティブ取引関係) 

  

  

 (ストック・オプション等関係) 

  

  

  

非上場株式 90百万円

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 2,259 5,864 3,604 

(2) その他 206 204 △1 

合計 2,466 6,069 3,603 

非上場株式 90百万円

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  当社グループは、ストック・オプション等の付与はないので、該当事項はない。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

（注）１  事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

      ２  各区分の主な事業内容 

         （１）建設事業      情報通信工事、土木・設備工事、建設用資材販売 

         （２）その他事業    ネットワークソリューション、運輸業等 

      ３  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（927百万円）は、提出会社本社の総務部等管理部門に係

る費用である。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

（注）１  事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

      ２  各区分の主な事業内容 

         （１）建設事業      情報通信工事、土木・設備工事、建設用資材販売 

         （２）その他事業    ネットワークソリューション、運輸業等 

      ３  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（891百万円）は、提出会社本社の総務部等管理部門に係

る費用である。 

  

  建設事業 

（百万円） 

その他事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

（百万円） 

完成工事高           

（１）外部顧客に対する 
完成工事高 

24,603 3,689 28,293 ― 28,293 

（２）セグメント間の内部 
完成工事高又は振替高 

1 70 72 （72） ― 

計 24,605 3,760 28,365 （72） 28,293 

営業費用 23,066 3,709 26,775 828 27,604 

営業利益 1,538 50 1,589 （901） 688 

  建設事業 

（百万円） 

その他事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

（百万円） 

完成工事高           

（１）外部顧客に対する 
完成工事高 

 21,602 3,629 25,232 ― 25,232 

（２）セグメント間の内部 
完成工事高又は振替高 

0 172 173 （173） ― 

計 21,603 3,801 25,405 （173） 25,232 

営業費用 20,207 3,848 24,056 690 24,746 

営業利益又は 

営業損失（△） 
1,395 △46 1,349 （863） 485 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

（注）１  事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

      ２  各区分の主な事業内容 

         （１）建設事業      情報通信工事、土木・設備工事、建設用資材販売 

         （２）その他事業    ネットワークソリューション、運輸業等 

      ３  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,847百万円）は、提出会社本社の総務部等管理部門に

係る費用である。 

 ４ 役員賞与に関する会計基準の適用 

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用している。これに

伴い当連結会計年度の営業費用は、建設事業が５百万円、その他事業が４百万円、消去又は全社の項目に含めた配賦不能

営業費用が33百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

  

  建設事業 

（百万円） 

その他事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

（百万円） 

完成工事高           

（１）外部顧客に対する 
完成工事高 

51,601 7,681 59,283 ― 59,283 

（２）セグメント間の内部 
完成工事高又は振替高 

2 224 227 (227) ― 

計 51,604 7,906 59,510 (227) 59,283 

営業費用 48,246 7,907 56,153 1,558 57,712 

営業利益又は 

営業損失（△） 
3,358 △0 3,357 (1,786) 1,571 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 本邦以外の国又は地域に支店及び連結子会社がないため、該当事項はない。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 本邦以外の国又は地域における完成工事高がないため、該当事項はない。 

  



（１株当たり情報） 

（注）算定上の基礎 

 １ １株当たり純資産額 

 ２ １株当たり中間（当期）純利益 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,032円３銭 １株当たり純資産額 1,050円25銭 １株当たり純資産額 1,062円31銭
１株当たり中間 
純利益 

18円55銭
１株当たり中間
純利益 

15円44銭
１株当たり当期
純利益 

42円57銭

  
潜在株式調整後１株当たり中間純利
益については、潜在株式が存在しな
いため記載していない。 

同左 潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については、潜在株式が存在しな
いため記載していない。 

  
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日) 

前連結会計年度末
（平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 
（百万円） 

25,009 25,084 25,344

純資産の部の合計額から 
控除する金額（百万円） 

1,316 1,341 1,323

（うち、少数株主持分）（百
万円） 

(1,316) (1,341) (1,323)

普通株式に係る中間期末 
（期末）の純資産額 
（百万円） 

23,693 23,743 24,020

普通株式の発行済株式数（千
株） 

23,138 23,138 23,138

普通株式の自己株式数 
（千株） 

179 531 526

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数 
（千株） 

22,958 22,607 22,611

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間(当期)純利益 
（百万円） 

428 348 976

普通株主に帰属しない金額
（百万円） 

－ － －

普通株式に係る中間(当期)純
利益（百万円） 

428 348 976

普通株式の期中平均株式数 
（千株） 

23,082 22,609 22,931



  

２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                     

Ⅰ 流動資産                     

１現金及び預金   5,849     5,792     4,131     

２受取手形 ※３ 547     489     674     

３完成工事未収入金   8,149     6,688     11,231     

４売掛金   455     211     371     

５有価証券   －     499     －     

６未成工事支出金等   5,319     5,451     4,376     

７その他   821     712     652     

貸倒引当金   △32     △19     △43     

流動資産合計     21,109 55.5   19,826 54.6   21,394 55.7 

Ⅱ 固定資産                     

１有形固定資産 ※１                   

(1)建物及び構築物 ※２ 3,349     3,412     3,507     

(2)土地 ※２ 6,146     6,146     6,146     

(3)その他   276     229     241     

有形固定資産合計   9,772     9,788     9,895     

２無形固定資産   294     194     243     

３投資その他の資産                     

(1)投資有価証券   5,672     5,221     5,853     

(2)繰延税金資産   697     820     556     

(3)その他   727     663     728     

貸倒引当金   △212     △175     △232     

投資その他の資産合計   6,884     6,529     6,905     

固定資産合計     16,951 44.5   16,511 45.4   17,044 44.3 

資産合計     38,061 100.0   36,338 100.0   38,439 100.0 

          



  
  

   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                     

Ⅰ 流動負債                     

１支払手形 ※３ 219     30     274     

２工事未払金   3,749     3,532     5,009     

３買掛金   556     220     568     

４短期借入金 ※２ 2,559     2,157     2,158     

５未払法人税等   407     262     249     

６未成工事受入金   564     521     153     

７賞与引当金   988     777     803     

８役員賞与引当金   －     16     33     

９その他 ※４ 501     432     569     

流動負債合計     9,545 25.1   7,951 21.9   9,820 25.5 

Ⅱ 固定負債                     

１長期借入金 ※２ 640     580     611     

２退職給付引当金   4,916     4,774     4,728     

３役員退職慰労引当金   187     217     202     

４その他   869     867     867     

固定負債合計     6,614 17.4   6,440 17.7   6,411 16.7 

負債合計     16,160 42.5   14,391 39.6   16,231 42.2 



  

  
  

   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)                     

Ⅰ 株主資本                     

 １資本金     1,600 4.2   1,600 4.4   1,600 4.2 

 ２資本剰余金                     

(1)資本準備金   1,667     1,667     1,667     

(2)その他資本剰余金   288     288     288     

資本剰余金合計     1,955 5.1   1,955 5.3   1,955 5.1 

 ３利益剰余金                     

(1)利益準備金   399     399     399     

(2)その他利益剰余金                     

  固定資産圧縮積立金   243     243     243     

  別途積立金   13,095     13,095     13,095     

  繰越利益剰余金   2,719     3,256     3,135     

利益剰余金合計     16,458 43.2   16,994 46.8   16,874 43.9 

 ４自己株式     △114 △0.3   △335 △0.9   △332 △0.9 

株主資本合計     19,899 52.2   20,214 55.6   20,096 52.3 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

その他有価証券 
評価差額金 

    2,001 5.3   1,732 4.8   2,111 5.5 

評価・換算差額等合計     2,001 5.3   1,732 4.8   2,111 5.5 

純資産合計     21,900 57.5   21,946 60.4   22,208 57.8 

負債純資産合計     38,061 100.0   36,338 100.0   38,439 100.0 

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 完成工事高     23,822 100.0   20,887 100.0   50,934 100.0 

Ⅱ 完成工事原価     22,024 92.5   19,209 92.0   47,014 92.3 

完成工事総利益     1,798 7.5   1,678 8.0   3,920 7.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,361 5.7   1,280 6.1   2,661 5.2 

営業利益     437 1.8   397 1.9   1,258 2.5 

Ⅳ 営業外収益                     

１受取利息   3     11     11     

２その他   164 168 0.7 152 164 0.8 284 296 0.5 

Ⅴ 営業外費用                     

１支払利息   15     18     34     

２その他   9 25 0.1 12 30 0.2 24 58 0.1 

経常利益     580 2.4   531 2.5   1,495 2.9 

Ⅵ 特別利益     32 0.1   77 0.4   64 0.1 

Ⅶ 特別損失     14 0.0   6 0.0   31 0.0 

税引前中間（当期） 
純利益 

  
  

598 2.5 602 2.9
 

1,529 3.0 

法人税、住民税及び 
事業税 

  393   252 635     

法人税等調整額   △146 246 1.0 4 256 1.2 10 646 1.3 

中間（当期）純利益     351 1.5   346 1.7   882 1.7 

             



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）前事業年度の利益処分項目である。 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,600 1,667 288 1,955 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当（注）         

 役員賞与  （注）         

 中間純利益         

 自己株式の取得         

株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)         

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) － － － － 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,600 1,667 288 1,955 

  

株主資本 

利益剰余金 

利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計
固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 399 243 13,095 2,634 16,372 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）       △231 △231 

 役員賞与  （注）       △35 △35 

 中間純利益       351 351 

 自己株式の取得           

株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) － － － 85 85 

平成18年９月30日残高(百万円) 399 243 13,095 2,719 16,458 

  
株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金 

平成18年３月31日残高(百万円) △10 19,917 2,288 22,205 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当（注）   △231   △231 

 役員賞与  （注）   △35   △35 

 中間純利益   351   351 

 自己株式の取得 △103 △103   △103 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)     △286 △286 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △103 △17 △286 △304 

平成18年９月30日残高(百万円) △114 19,899 2,001 21,900 

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 



  

  

  

  

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,600 1,667 288 1,955 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当         

 中間純利益         

 自己株式の取得         

株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)         

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) － － － － 

平成19年９月30日残高(百万円) 1,600 1,667 288 1,955 

  

株主資本 

利益剰余金 

利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計
固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 

平成19年３月31日残高(百万円) 399 243 13,095 3,135 16,874 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当       △226 △226 

 中間純利益       346 346 

 自己株式の取得           

株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) － － － 120 120 

平成19年９月30日残高(百万円) 399 243 13,095 3,256 16,994 

  
株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金 

平成19年３月31日残高(百万円) △332 20,096 2,111 22,208 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当   △226   △226 

 中間純利益   346   346 

 自己株式の取得 △2 △2   △2 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)     △378 △378 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △2 117 △378 △261 

平成19年９月30日残高(百万円) △335 20,214 1,732 21,946 



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

（注）前事業年度の利益処分項目である。 

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,600 1,667 288 1,955 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当（注）    
 役員賞与  （注）    
 剰余金の配当（中間）    
 当期純利益    
 自己株式の取得    
株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)         

事業年度中の変動額合計 
(百万円) － － － － 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,600 1,667 288 1,955 

  

株主資本 

利益剰余金 

利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計
固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 399 243 13,095 2,634 16,372 

事業年度中の変動額           

 剰余金の配当（注）   △231 △231
 役員賞与  （注）   △35 △35
 剰余金の配当（中間）   △114 △114
 当期純利益   882 882
 自己株式の取得      
株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)           

事業年度中の変動額合計 
(百万円) － － － 501 501 

平成19年３月31日残高(百万円) 399 243 13,095 3,135 16,874 

  
株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金 

平成18年３月31日残高(百万円) △10 19,917 2,288 22,205 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当（注）   △231 △231
 役員賞与  （注）   △35 △35
 剰余金の配当（中間）   △114 △114
 当期純利益   882 882
 自己株式の取得 △321 △321 △321
株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)     △177 △177 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) △321 179 △177 2 

平成19年３月31日残高(百万円) △332 20,096 2,111 22,208 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準 
及び評価方法 

(1)有価証券 
 子会社株式及び関連会社
株式 
移動平均法による原価
法 

(1)有価証券
 子会社株式及び関連会社
株式 

同左 

(1)有価証券 
 子会社株式及び関連会社
株式 

同左 

    
  その他有価証券 

 ①時価のあるもの 
中間決算日の市場価格
等に基づく時価法(評
価差額は全部純資産直
入法により処理し、売
却原価は移動平均法に
より算定) 

その他有価証券
 ①時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 
 ①時価のあるもの 

期末日の市場価格等に
基づく時価法(評価差
額は全部純資産直入法
により処理し、売却原
価は移動平均法により
算定) 

   ②時価のないもの 
移動平均法による原価
法 

②時価のないもの
同左 

②時価のないもの 
同左 

    
  (2)たな卸資産 

 未成工事支出金 
個別法による原価法 

 材料貯蔵品 
総平均法による原価法 

 商品 
移動平均法による原価
法 

(2)たな卸資産
 未成工事支出金 

同左 
 材料貯蔵品 

同左 
 商品 

同左 

(2)たな卸資産 
 未成工事支出金 

同左 
 材料貯蔵品 

同左 
 商品 

同左 

    
２ 固定資産の減価 

償却の方法 
(1)有形固定資産 
定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得した
建物(附属設備を除く)は定
額法)によっている。 
なお、主な耐用年数は次

のとおりである。 
建物及び 
構築物 

８年 
～50年 

その他
２年 
～17年 

(1)有形固定資産
同左 

  
  
  
  
  
  

(1)有形固定資産 
同左 

  
  
  
  
  
  

    
  (2)無形固定資産 

 定額法によっている。 
なお、主な耐用年数は自

社利用ソフトウェアの５年
である。 

(2)無形固定資産
同左 

(2)無形固定資産 
同左 

    
３ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸
倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上
している。 

(1)貸倒引当金
同左 

(1)貸倒引当金 
同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (2)賞与引当金 
 従業員の賞与支払に備え
るため、支給見込額に基づ
き計上している。 

(2)賞与引当金
同左 

(2)賞与引当金 
同左 

    
  (3)  ――――― (3)役員賞与引当金

 役員の賞与支払いに備え
るため、当事業年度におけ
る支給見込額の当中間会計
期間負担額を計上してい
る。 

(3)役員賞与引当金 
 役員の賞与支払いに備え
るため、当事業年度におけ
る支給見込額を計上してい
る。 

    
  (4)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え
るため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当
中間会計期間末において発
生していると認められる額
を計上している。 
 また、執行役員について
は内規に基づく中間期末要
支給額を計上している。 
 過去勤務債務は、その発
生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
（10年）による均等額を費
用処理している。 
 数理計算上の差異は、各
事業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(10年)に
よる定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌事業
年度から費用処理すること
としている。 

(4)退職給付引当金
同左 

(4)退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備え
るため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上
している。 
 また、執行役員について
は内規に基づく期末要支給
額を計上している。 
 過去勤務債務は、その発
生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
（10年）による均等額を費
用処理している。 
 数理計算上の差異は、各
事業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(10年)に
よる定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌事業
年度から費用処理すること
としている。 

    
  (5)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給
に備えるため、内規に基づ
く中間期末要支給額を計上
している。 

(5)役員退職慰労引当金
同左 

(5)役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支給
に備えるため、内規に基づ
く期末要支給額を計上して
いる。 

    
４ リース取引の 

処理方法 
リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
いる。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸 
表(財務諸表)作成 
のための基本とな 
る重要な事項 

(1)長期請負工事の収益 
計上基準 
工事完成基準によって 
いる。 

(1)長期請負工事の収益
計上基準 

同左 

(1)長期請負工事の収益 
計上基準 

同左 

    
  (2)消費税等の会計処理 

 税抜方式によっている。 
(2)消費税等の会計処理

同左 
(2)消費税等の会計処理 

同左 



会計方針の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準） 
当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準第５号 平成
17年12月９日）及び「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準
等の適用指針」（企業会計基準適用
指針第８号 平成17年12月９日）を
適用している。 
これによる損益に与える影響はな

い。 
なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、21,900百万円で
ある。 
中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財
務諸表は、改正後の中間財務諸表等
規則により作成している。 

―――――
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準） 
当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第５号 平成17年12
月９日）及び「貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準等の適
用指針」（企業会計基準適用指針第
８号 平成17年12月９日）を適用し
ている。 
これによる損益に与える影響はな

い。 
なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は22,208百万円であ
る。 
財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正
後の財務諸表等規則により作成して
いる。 

  
――――― ――――― （役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度から「役員賞与に関する
会計基準」（企業会計基準第４号
平成17年11月29日）を適用してい
る。これにより営業利益、経常利益
及び税引前当期純利益がそれぞれ33
百万円減少している。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

5,758百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

5,700百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

5,674百万円 

    

※２ 担保資産 

       下記の資産は、短期借入金
の一部1,350百万円及び長期
借入金の一部678百万円に対
する債務の担保に供してい
る。 

建物 1,026百万円

土地 898百万円

計 1,924百万円

※２ 担保資産 

       下記の資産は、短期借入金
の一部1,200百万円及び長期
借入金の一部623百万円に対
する債務の担保に供してい
る。 

建物 996百万円

土地 898百万円

計 1,895百万円

※２ 担保資産 

       下記の資産は、短期借入金
の一部1,200百万円及び長期
借入金の一部651百万円に対
する債務の担保に供してい
る。 

建物 1,012百万円

土地 898百万円

計 1,910百万円

    
※３  中間会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形
交換日をもって決済処理して
いる。 
なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日であった
ため、次の満期手形が中間会
計期間末残高に含まれてい
る。 

受取手形    37百万円 

支払手形    44百万円 

※３  中間会計期間末日満期手形
の会計処理については、手形
交換日をもって決済処理して
いる。 
なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日であった
ため、次の満期手形が中間会
計期間末残高に含まれてい
る。 

受取手形    71百万円 

支払手形    30百万円 

※３  事業年度末日満期手形の会
計処理については、手形交換
日をもって決済処理してい
る。 
なお、当事業年度の末日は

金融機関の休日であったた
め、次の満期手形が事業年度
末残高に含まれている。 
  

受取手形    27百万円 

支払手形    40百万円 

    
※４  仮払消費税等と仮受消費税

等は相殺して、中間貸借対照
表上、流動負債「その他」に
含めて表示している。 

※４     同左 ※４  ―――――――  



(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

   増加数の内訳は、次のとおりである。 

   自己株式の取得による増加    158,000株 

   単元未満株式の買取りによる増加  2,553株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加  4,548株 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 自己株式の取得による増加    500,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加  7,137株 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 136百万円

無形固定資産 53百万円

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 130百万円

無形固定資産 55百万円

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 275百万円

無形固定資産 104百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 19,360 160,553 － 179,913

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 526,497 4,548 － 531,045

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 19,360 507,137 － 526,497



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

    
(1)リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額及び中間 
期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間 
期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、 
減価償却累計額相当額及び期末 
残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)
その他 

(機械装置等) 305 71 233

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

その他 
(機械装置等) 996 180 816

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

その他

(機械装置等) 992 118 874

   
(2)未経過リース料中間期末残高 

相当額 

１年内 47百万円

１年超 252百万円

合計 299百万円

(2)未経過リース料中間期末残高
相当額 

１年内 156百万円

１年超 884百万円

合計 1,040百万円

(2)未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 155百万円

１年超 954百万円

合計 1,110百万円

    
(3)支払リース料、減価償却費 

相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 21百万円

減価償却費相当額 17百万円

支払利息相当額 5百万円

(3)支払リース料、減価償却費
相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 78百万円

減価償却費相当額 62百万円

支払利息相当額 22百万円

(3)支払リース料、減価償却費 
相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 77百万円

減価償却費相当額 62百万円

支払利息相当額 22百万円

    

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によ
っている。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

      

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によってい
る。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。 

(1) 決議年月日      平成19年11月８日 

(2) 中間配当金総額        113百万円 

(3) １株当たりの額           5円 

(4) 中間配当支払開始日  平成19年12月10日 

（注）平成19年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、 

支払いを行う。 

  

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)及び 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

１ 有価証券報告書及びその添付書類   

  事業年度 第62期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 平成19年６月29日 

九州財務局長に提出 

２ 自己株券買付状況報告書 平成19年４月11日 

    平成19年５月11日 

    平成19年６月14日 

    九州財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

西部電気工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている西部電

気工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、西部電気工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成18年12月11日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  福    岡    典    昭  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  樋  口  義  行  ㊞ 

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

西部電気工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる西部電気工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、西部電気工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成19年12月４日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  福    岡    典    昭  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  松  尾  政  治  ㊞ 

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

西部電気工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている西部電

気工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第62期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、西部電気工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成18年12月11日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  福    岡    典    昭  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  樋  口  義  行  ㊞ 

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

西部電気工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる西部電気工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第63期事業年度の中間会計期間(平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、西部電気工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成19年12月４日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  福    岡    典    昭  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  松  尾  政  治  ㊞ 

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途

保管している。 
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